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　販売データは，FTC介入後の5年問においてコーニング社の売上減少を示すものであった。本
稿ではそのデータを取上げないが，売上を増加させたNational　Presto社以外の競争他社で再販売
価格維持行為廃止後の売上において変化の傾向を示すものは無かった。販売データは再販売価格維
持行為に関するprincipal－agent理論には合致するが，反競争的ディーラー理論や供給者理論には
合致しなかった。
2．コーニング社と競争他社による広告支出の変化
　principal－agent理論においては，再販売価格維持行為はメーカーにより期待されるディーラーの
行動を促すために使用される。例えば，再販売価格維持行為はディーラーによる強い販売努力や多
数の販路を通じての製品流通の拡張を誘導するために使用されうる。再販売価格維持行為がこのよ
うな目的で使用されており，その後FTCにより禁止されることにより，コーニング社は製品を販
売するために他の販売促進手法を採らねばならなかった。データを得ることができる代替的な販売
手法は，メーカーの広告であった。
　コーニング社と主要な競争他社の年間の広告支出はNational　Advertising　Investmentにおける
データに基づいている。これらのデータは，雑誌，新聞の折り込みチラシ，全国TV放送，ラジ
オ，地方TV放送，屋外広告による広告支出を示している。コーニング社のような大手の広告主
については，ブラソドや製品グループの記録が残されている。このFTC報告書においては，1967
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年から1980年までの広告支出は，マルチ製品広告とガラス，陶磁器，調理器具製品別に収集され
た。比較広告は，Anchor　Hocking社，　National　Presto　industries社，　Revere　Cooper　and　Bass　Inc
社，Mirro　Aluminum社をターゲットにして行われた。
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（出所）Pauline　M．　lppolito　and　Thomas　R．　Overstreet，　Jr“RESALE　PRICE　MAINTENANCE：An　Economic
　　　Study　of　the　FTC’s　Case　Against　the　Corning　Glass　Works”，1994，　p　45をもとに修正を加え作成。
　調査の結果，コーニング社とAnchor　Hocking社の広告支出が得られ，これらのデータはAn－
chor　Hocking社の広告支出における大きな変化として1970年代前半における低い広告支出を示し
ている。すなわち，1970年代後半の広告支出は1960年代の広告支出の平均と同水準である。これ
は，再販売価格維持行為廃止後において広告支出を拡大したコーニング社と比べて対照的である。
また，本稿では割愛したがその他の競争他社の広告支出は増減において一貫性があるものではなか
ったとされている。
　このデータは，再販売価格維持行為が販売サービスを創出するために使われるとするprincipal－
agent理論によって予測されるコーニング社の広告支出の増加を示すものであった。コーニング社
の競争他社から得られるデータは，コーニング社の再販売価格維持行為の廃止は市場に対しまった
く影響を与えておらず，産業的規模の現象ではないことを示している。すなわち，コーニング社の
再販売価格維持行為の使用は，競争他社の広告支出に対し影響力を有していなかったのである。
3．コーニング社と競争他社の株価に関するデータ
　企業の将来的な収益に影響を与えるほどの事件は，企業の株価の市場評価に強く反映されよう。
この理由から，再販売価格維持行為の廃止に反応する株価を測定することは，マーケティング政策
が企業の収益性に与える影響を計る尺度となりうる。
　このFTC報告書においては，　FTCの提訴に対する株式市場の反応が，コーニング社と競争他社
の収益性に再販売価格維持行為の使用がどのような影響を与えているのかを測定するために使用さ
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れている。再販売価格維持行為に関する反競争的供給者理論においてもprincipal－agent理論にお
いても，再販売価格維持行為は，利益を増大するためにメーカーによって採用されるものであると
されている。これらの理論では，コーニング社の株価は，コーニング社がFTCにより再販売価格
維持行為が規制されるおそれがあるという情報が市場に流れた時点で下落すると予測されている。
対照的に，反競争的ディーラー理論では，コーニソグ社はディーラーの要請によって再販売価格維
持行為を採用したとされている。従って，FTCが規制を加える恐れがあるという情報はコーニン
グ社の株価を押し上げるとされている。
　また，コーニング社がFTCにより再販売価格維持行為の規制をうけるおそれがあるという情報
はコーニソグ社の競争他社の株価に影響を与えうるとしている。principal－agent理論においては，
再販売価格維持行為を使用しなかった競争他社（競争他社にとっては再販売価格維持行為は最も効
率的な流通調整メカニズムでなかった）の株価は影響を受けないか，コーニング社が再販売価格維
持行為についてFTCの規制を受けた場合その効率性を減少させるので上昇する可能性があるとし
ている。再販売価格維持行為が供給者の競争水準以上での価格設定を行うために使用されているな
らば，競争他社の株価はコーニング社が再販売価格維持政策を廃止した時点で株価は下落したとさ
れる。
　競争他社の株価の動きは，メーカーによる反競争的理論を支持するものではないことを示してい
る。コーニング社の競争他社の株価は，コーニング社が再販売価格維持政策の規制を受ける恐れが
高まることによる下落傾向を示さなかった。
3．　コーニング社による再販売価格維持行為使用の背景
上記のデータ分析から以下の結論が導かれるとしている。
・コーニング社の売上は再販売価格維持行為が廃止された時点で減少したが，競争他社の売上は
減少することは無かった。
・コーニソグ社の広告支出は再販売価格維持行為廃止後に増加した。しかし競争他社の広告支出
はコーニング社の再販売価格維持行為廃止後に一貫して増加することはなかった。
・コーニソグ社の再販売価格維持行為がFTCの規制を受けるという情報が，競争他社の株価に
影響を与えたと認定することはできなかった。
　こうした分析結果は，コーニング社の再販売価格維持行為の使用によってprincipal－agent理論
が支持されるとしても，この理論は測定が困難な製造業者の努力，流通システムの性格付けに関連
した製品の性格，需要の不確実性，ディーラー販売の効率性に依存する理論であるため，再販売価
格維持行為なぜ使用されるのかを完全に説明できるわけではない。こうした問題点を含みながら，
principal－agent理論の持ついくつかの曖昧さについてFTCエコノミストの報告書は以下のように
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検討している。
・スペシャル・サービス理論
　この理論によれば，再販売価格維持行為は，ディスカウソト・ストアが，メーカーから提供され
る情報サービスに只乗りするのを防ぐためにディーラー・マージンを与える目的として使用される
ものである。この理論ではコーニング社の再販売価格維持行為を説明するために，ディーラーは製
品についての全体的な情報を消費者に最もよく提供する存在でなければならないとされている。こ
うした製品情報は顧客に直接応対する訓練された販売員によって製品情報が提供されたり，非常に
評判の高いディーラーの保証によって間接的に提供されよう。この理論は製品の導入期には非常に
説得力が持つが，Pyrexのような確立されたブラソドへの再販売価格維持行為の説明には不適切な
部分が多いようにおもわれる。こうした問題を直接に扱うデータはないが，計量カップやパイ・プ
レートのような長期間にわたり確立された製品の特徴をディーラーが顧客に情報提供する必要はほ
とんどなく，この理論を再販売価格維持行為を使用する唯一の理由とするのは非常に困難であると
している
・品質保証の理論
　この理論においては，再販売価格維持行為は，取り扱われる製品の品質に影響を与えうる立場に
あるディーラーが高品質のサービスを提供するよう仕向けるために使われるとされている15。しか
し，コーニング社の再販売価格維持行為の説明としては適切ではないと思われる。ガラスやセラミ
ック製品については，製品の品質はディーラーの行動よっては強い影響は受けないからである。
・再販売価格維持行為の需要リスク理論
　この理論においては，再販売価格維持行為は需要について大きな不確実性がある市場におけるデ
ィーラーの在庫リスクを軽減させるために用いられる。しかし，コーニング社がなぜ再販売価格維
持行為を用いたかを適切に説明をするものではないように思われる。需要リスクは決定的であるか
ら，需要についてのかなりの不確実性があり，需要予測が正確でないことが判明した場合，それを
負担せねばならなくなる。このような状況は，流行品や季節商品などの財において起こる。コーニ
ング社の経営者は，コーニング社の売上の重要部分はギフト市場であるとしている。しかしなが
ら，コーニング社のギフト製品は婚礼，催事，親族内の贈答品など通年を通して販売されているも
のであり流行や季節はあまり関係ない。この点は，コーニング社の再販売価格維持行為へのprin－
cipal－agent理論の直接的な適用を拒むものではないが，需要リスクの理論はコーニソグ社の再販
売価格維持行為の使用を説明する基礎とはならないとしている。
・アウトレット理論
　この理論においては，再販売価格維持行為は多くの販路に利益マージンを供給するために用いら
れる。コーニング社の製品は，大規模販売店，デパートメソト・ストア，金物店，中小販売店，贈
答品店などを通じて広範囲に販売されている記録がある。このような広範な販路は，コーニング社
の製品を流通させるのに異なったコストが掛かることを示している。このことから，最終ディーラ
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一のマージソが販売からの収益よりも低い場合には，中小販売店の中から再販売価格維持行為を行
わないと製品を取り扱わない旨の申し出が出る可能性があることを予測できる。コーニソグ社の経
営者は，末端の中小販売店の存在を重要視していた。コーニソグ社の経営老は，再販売価格維持行
為廃止10年後のイソタビューにおいて，再販売価格維持行為の廃止がもたらした重大な結果の1
つに多数の小さな販路を失ったことを示唆している。再販売価格維持行為廃止後におけるコーニソ
グ社の販路数の減少を示すデータはないが，再販売価格維持行為廃止後にコーニング社の売上は下
落していることが示されている。FTCエコノミストによる報告書はこの理論がコーニング社の再
販売価格維持行為を説明する上で最も適しているように思われるとしている。
　4．FTC報告書のまとめ
　FTCエコノミストの報告書は，コーニソグ社が再販売価格維持行為を使用したのは反競争的な
目的のためではなく，自社の製品流通に対する関心からであることを示している。市場構造に関す
るデータは，コーニング社の再販売価格維持行為の使用に対する反競争的な説明と合致するもので
はなかったことを示している。またFTCの多方面からの調査においてもコーニソグ社のディーラ
ー間の共謀を示すデータを見出すことはできなかった。さらに，再販売価格維持行為廃止後におけ
るコーニソグ社と競争他社の株価の動きは，反競争的理論を支持するものではなかった。
　市場データは，コーニソグ社の製品流通の効率化を達成させる手段として再販売価格維持行為を
評価している。コーニソグ社の株価は再販売価格廃止後に下落したが，競争他社の株価はコーニン
グ社の再販売価格維持行為の廃止に反応しなかった。また，再販売価格維持行為廃止後にコーニソ
グ社の売上は減少したが競争他社の売上は変化しなかった。コーニング社が再販売価格維持行為廃
止後に広告支出を増やしたが競争他社は広告支出を一貫して増やすことはなかった。これらのデー
タは，再販売価格維持行為は反競争的理論からは説明できないことを示している。FTCエコノミ
ストの報告書は，コーニング社による再販売価格維持行為の使用は自社のマーケティング効率を増
進させる目的から行われたということを結論付けていると捉えることができよう。
lV．おわりに
　わが国の再販売価格維持行為に対するアプローチと米国FTCエコノミストによる再販売価格維
持行為に対するアプローチを比較対照してみると，同じマーケティソグ論の立場からであっても日
米間には大きな隔たりがあることに気付くであろう。わが国における再販売価格維持行為に対する
アプローチは，“性格付け（characterization）”の傾向が強いことを挙げることができよう。わが
国では仮説に基づき，再販売価格維持行為を行う企業について詳細なデータの分析を行うという手
法をほとんど用いずに再販売価格維持行為を“反競争的”としてアプリオリに扱ってきたのではな
いであろうか。これに対して，米国FTCエコノミストの報告書は再販売価格維持行為を評価する
に際して，再販売価格維持行為の反競争的理論とprincipal－agent理論の双方の理論を基礎にして
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コーニソグ社と競争他社の売上の変化・広告支出の変化・株価の変化等のデータを詳細に分析して
いる。こうした分析の結果，再販売価格維持行為は，競争を減殺させる目的だけから使用されるわ
けではないことが明らかにされている。詳細なデータ分析を伴わずに，再販売価格維持行為を一方
的に性格付けるのは再販売価格維持行為の本質を見失わせる危険性があるように思われる。
わが国にもおいても，仮説に基づき詳細なデータ分析を行った上で，再販売価格維持行為につい
ての評価を下すべきではなかろうか。本稿で紹介したコーニソグ社事件についての実証的研究の分
析枠組みは，こうした場合の1つの手懸りになるのではないかと思われる。
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